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【エクゼクティブサマリ】 

 

 本プロジェクトの基本的な考え方 
本プロジェクトの目的は、人の行動・作業を支援するロボットの導入と、人とロボットの役割を最適化する

ＡＩの活用により、労働生産性を高めると同時に、人の活力・能力を高めるシステムの仕組みや枠組みを

提案し、その社会実装を通じて産業力を強化することである。 

 

 検討の観点と範囲 
日本政府は、ＩｏＴ・ＡＩ・ロボットにおける基盤技術開発（ロボット革命イニシアティブ協議会、産業技術

総合研究所人工知能研究センター等）を推進しており、諸外国においても、官民を挙げて関連技術の大

規模投資（ドイツ政府「Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ４．０」、米国ＧＥ「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ」等）を進めている。本プロジェ

クトでは、“人”を中心に据えたＡＩ・ロボットの活用が、超高齢化社会となった日本において産業力向上を

実現するシステムの在るべき姿と考え、さらに、「ＡＩ・ロボット・人それぞれの機能と目的が、互いの関係の

中で最適化され継続して進化するシステムこそが、経済成長の持続的向上に必須になる」との考えから、

そのようなシステムを「共進化システム」として提案する。 

 

共進化システムにおいては、ＡＩ・ロボット・人の全てが、システムの中でそれぞれの役割を変えながら最

適化されていくこと（すなわち、進化すること）が重要となる。そのために、特に人が起点となり、ＡＩ・ロボッ

トと相互に作用しながら持続的にかつ世代を超えて成長を続けていく仕組みが必要になる。 

人を起点とした様々なニーズからもたらされる進化の系譜は、単なる効率化に留まらない多様な効果を

もたらすと考えている。これにより、大規模かつ複雑な社会データから、人の仕事の質、生活の質、心身

の質が変わる施策を効果的に創造し、高活力、高品質社会を実現することを目指す。 

検討の範囲は、仕事の質、生活の質、心身の豊かさを向上する社会の３つの目指すべき社会像をベ

ースに、製造分野、サービス分野、介護福祉分野とした。研究開発を促進させ、さらに、実証・実践を通し

て様々な共進化システムを普及させていくことを目指し、課題や施策について検討を行う。 
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 産業力強化のための施策 
共進化を幅広い産業や応用において実践できるように、産業界が中心となり以下の施策を推進する。 

施策１ 仕事の質、生活の質、心身の質を高める施策を生みだす共進化システムの研究開発 

（１） 共進化システムを構成する要素技術の研究開発 

人間や場の計測や人間情報の知識化・理解、インターフェースなど、人間を中心としたロボット分野、

ＡＩ分野の技術と、それらを統合するためのプラットフォーム技術を、これまで以上に革新させる。 

（２） 仕事の質、生活の質、心身の質を高める共進化システムの実証プロジェクト 

実証プロジェクトを推進する。超高齢化社会に向けて、仕事、生活、心身の３つの領域を軸として、

製造（①生産支援、②開発支援）、サービス（③パーソナルモビリティ・システム、④おもてなし）、介

護福祉（⑤コミュニケーション支援、⑥身体機能アシスト）への応用の実証プロジェクトを実施する。 

 

施策２ 共進化システムを開発、実証、事業化するための推進母体の結成 

研究開発および実証プロジェクトを促進していくための推進母体を産業界が主体となり組織する。推進

母体は以下の項目を行う。①関連府省および公的研究機関、自治体などと連携し、実証体制の整備、

ＰｏＣ（Ｐｒｏｏｆ ｏｆ Ｃｏｎｃｅｐｔ：概念実証）の実施を推進する。②各企業の競争領域と協調領域を切り分

け、共通化できそうな技術要素の基盤化を推進する。さらに、③安全性や情報管理など、共進化という

概念が新たにもたらす社会的影響を考慮した検討を行う。④コンソーシアム（勉強会）を主催し、普及

促進を進めるとともに、共進化システムによる新たな産業構造やビジネスモデルについて検討する。 

 

施策３ 関係府省、公的研究機関との連携 

関係府省、公的研究機関が推進するＡＩ、ロボット、ＩｏＴに関連する重点取り組みや動きに対する適切

な連携の在り方を検討する。施策２の推進母体と関係府省、公的研究機関および大学が連携して、①

研究開発支援、②実証環境の整備、③共進化システムに必要な要件（安全性・信頼性の基準、システ

ム要件・運用保守、個人情報の取り扱い、不正アクセス行為等）の議論を行う。 

 

 来年度取り組みに向けて 
上記、３つの施策に対応して、来年度取り組むべき課題を以下に示す。 

施策１に関し、共進化システムのプロジェクト化に向けて、まず、製造、サービス、介護福祉への応用に

おける研究開発内容、実証内容を具体化し、合わせて課題を抽出する。そのために、検討ワーキンググ

ループを発足させる。 

施策２に関し、有識者や企業との意見交換を実施し、推進母体の実施形態を明確化する。 

施策３に関し、関連府省、公的研究機関の各取り組みを踏まえた上で、適した連携の在り方を明確化

する。経済産業省、文部科学省、総務省が推進するＡＩ、ロボット、ＩｏＴ関連技術の革新と社会実装に向

けたプロジェクトや、産業技術総合研究所人工知能研究センターとの連携を検討する。関連府省、公的

研究機関に関しては、情報共有をお願い致したい。 
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 おわりに 

本プロジェクトでは、少子高齢化による生産年齢人口の減少が進むわが国において、必要な労働力を

補い、産業力の持続的な成長と、高活力、高品質社会を実現していくことを目指して、「ＡＩ・ロボット・人の

共進化」を提案し、共進化システムがもたらす社会像を示すとともに、その実現に向けた課題を整理して

施策を検討した。 

共進化システムを具現化し、さらに事業として実施していくためには、要素技術の開発のみならず、産

業界が中心となり、“人とＡＩ・ロボットが協調する社会において産業構造がどのように変革していくのか”、

を深く吟味して検討し続けることが重要になる。サービス形態、応用分野などが異なる幅広い企業が連携

可能な推進母体やコンソーシアムの結成を目指したい。これにより、ＡＩ・ロボットがもたらす日本社会の新

たな産業構造における新たなビジネスモデルを検討する契機としたい。制度面における関連府省、研究

面における公的研究機関、実証・実施面における自治体などの協力も必要不可欠になる。 

今後、これらが現実のものとなるように、関係するプロジェクトとも連携を深める活動を進めていくととも

に、関係する公的機関との対話を進めていく予定である。 
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【はじめに】 
 

近年、ＲＴ（Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ)とＡＩを融合する事により、相乗的に触発され生み出される技術を、

社会システムの抜本的変革と、新しい社会サービスの創成につなげることを目指そうという動きがある。 

ＲＴとＡＩの融合ビジネスについては、経産省、ＤＡＲＰＡ、Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｍａｚｏｎが先導している。しかし、こう

した取組みの多くは、民間における個別の業務や課題に対してＫＰＩ（Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ）

を設定し、それを最大化する施策を導出することを目的としていた。国家レベルの社会課題を解決する為

には、ＲＴとＡＩの融合効果を社会全体へ還元するさらに新しい枠組みが求められている。 

国家レベルの社会課題の一つとして、来るべき少子高齢化社会へ如何に備えるかという課題が緊急か

つ最重要課題に挙げられる。少子高齢化の直接的な影響は、労働力人口の減少である。２００２年の厚

生労働省推計によれば、今後の労働力人口の推移は、高齢化と総人口の減少によって、２０２５年に６，２

９６万人となり、１９９８年のピーク時から約５００万人減少することとされる。産業活動の担い手が不足する

ことにより、日本の経済成長が阻害されることが懸念される。 

この状況を改善するためには、国民に活力を与え就労世代の労働生産性を一層高めるとともに高齢者

の社会参加を促すことが求められる。 

本プロジェクトが提案するＡＩ・ロボット・人の共進化はこの課題の解決を目指している。ＡＩにより働き方

や生活の仕方の質が変わる施策を効果的に創造して高活力、高品質社会を実現する。「ＡＩ・ロボット・人

の共進化」が、一過性の実証実験やデモンストレーションではなく、持続的にサービスを提供できる形で

実装され、さらにそれらが全国に普及し、そして日本での実績をもって海外に展開される事を目指して報

告書をまとめた。 

これらの検討結果が具体化され、高活力、高品質社会が実現され、海外からも評価されるようになれば

これからの日本の産業競争力向上の大きな力になると考える。 

 

産業競争力懇談会 

理事長       

小林 喜光 
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【本 文】 

 

1. 本プロジェクトの位置づけ 

 
1.1. 目的・経緯 

本プロジェクトの目的は、人の行動・作業を支援するロボットの導入と、人とロボットの役割を最適化する

ＡＩの活用により、労働生産性を高めると同時に、人の活力・能力を高めるシステムの仕組みや枠組みを

提案し、その社会実装を通じて産業力を強化することである。 

少子高齢化による生産年齢人口の減少が進むわが国において、製造分野の競争力の維持・強化、サ

ービス分野の生産性向上、新産業による地域活性化などは重大な課題であり、労働の量と質を確保する

ために、Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ（ＩｏＴ）、ＡＩ・ロボット技術などの科学技術に大きな期待が寄せられている。

しかしながら、現在の産業用ロボットは未だセッティングに多大な労力を要し、また、サービスロボットも開

発途上であり人間のような柔軟性を得るには課題も多い。すなわち、ロボットは人間の限られた機能を代

替しているに留まり、業務現場の多くは、ロボットと人が別々の作業を独立して行いながら共存している。 

必要な労働力を補い、産業力の持続的な成長と、高活力、高品質社会を実現させていくために、人と

ＡＩ・ロボットの関わり方を見つめ直し、人とＡＩ・ロボットとの協働を支援可能なシステム、さらに、人の活力

と能力も高まっていくシステムの在り方を検討する。そして、その実現に向けた研究開発課題を整理し、こ

れに基づく施策を提言する。 

 
1.2. 検討の観点と範囲 

本プロジェクトで提案するＡＩ・ロボット・人の共進化とは、「ＡＩ・ロボット・人がそれぞれの役割と関係の中

で、互いに最適化し合い、さらに目的がより上位なものへと進化することで、システム内に質的な変化が

生まれ、システムそのものの改善や進歩に繋がるサイクル」である、と考える。 

本プロジェクトの狙いは、共進化システムによって、産業の重要な担い手たる“人”の活力や目的意識

を向上させ、単にＡＩ・ロボットの有効活用に留まらない、“人”を中心とした日本の産業力の発展を実現さ

せていくことにある。大規模かつ複雑な社会データから、人の仕事の質、生活の質、心身の質が変わる施

策を効果的に創造し、高活力、高品質社会を実現することを目指す。 

本報告では、産業におけるＡＩ・ロボット・人の役割と関係性のあるべき姿を、以下の観点でまとめる。 

（１） ＡＩ・ロボット・人の共進化とは何か 

（２） ＡＩ・ロボット・人が共進化する社会像の提示 

（３） ＡＩ・ロボット・人が共進化する社会の実現に向けた課題整理 

検討の範囲は、仕事の質が向上する社会、生活の質が向上する社会、心身の豊かさを向上する社会

の３つの目指すべき社会像をベースに、製造分野、サービス分野、介護福祉分野を挙げた。それを元に

幅広い産業や応用において、研究開発を促進し、さらに、実証・実践を通して様々な共進化システムを普

及させていくことを目指して、施策をまとめる。 
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2. 「ＡＩ・ロボット・人の共進化」コンセプトの提案 

 
2.1. 産業力の向上を目指した「ＡＩ・ロボット・人の共進化」アプローチ 

２０５０年までに、わが国の総人口は現在の１億２千７百万人から９千７百万人へ、生産年齢人口は７千

７百万人から５千万人へと減少するとされている（国立社会保障・人口問題研究所， 日本の将来人口推

計（２０１２）， 出生・死亡中位）。一方、この間の世界ＧＤＰは約３％の成長が見込まれるのに対し、わが

国の経済成長率は１．４％程度に留まると見られている（ＰｗＣ，Ｗｏｒｌｄ Ｒｅｐｏｒｔ ２０５０（２０１５））。この予

想を覆し、わが国が今後も国際的競争力を保ってゆくためには、少子高齢化の進展下でも現在以上の成

長を成し遂げなければならない。そのためには、製造分野の競争力の維持・強化、サービス産業の振興、

地域社会を活性化する新産業の創生など、わが国の更なる産業力強化が喫緊の課題といえる。 

これらの課題に対し、ロボットやＡＩの活用による生産性向上や新事業創出が注目されている。特に、ロ

ボットやセンサ等の様々なモノがインターネットに接続されるＩｏＴが普及しつつあり、ＩｏＴにより収集された

大量のデータを、ＡＩによって分析・抽出することで、生産性やサービス品質を向上させる試みに期待が

集まっている。この潮流を受け、政府は、ＩｏＴ、ロボット、ＡＩにおける基盤技術開発（ロボット革命イニシア

ティブ協議会、産業技術総合研究所人工知能研究センター等）を、戦略的に進めようとしている。 

一方、諸外国でも官民を挙げて、ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット関連技術に関する大規模投資を行い、この分野に

おける主導権を握ろうとしている。例えば、ドイツ政府が主導する「Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ４．０」や、米国ＧＥが提唱す

る「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ」などは、現場の製造装置を相互に接続し、稼働状況などのデータをリアルタイ

ムに解析することで、個別大量生産に対応し得る柔軟かつ効率的な生産現場を実現しようとしている。ま

た、Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｍａｚｏｎ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ＩＢＭは、研究開発への多額の投資、大学との連携、著名研究者の

獲得や関連ベンチャー企業買収を繰り返し、ＡＩ・ロボットを使った多岐にわたる事業展開を始めようとして

いる。 

しかしながら、従来の取り組みは、特定の事業課題に注目し、その生産性・利便性を最大化するシステ

ムを実現することを目的するものが多い。こうしたＡＩ・ロボットによる事業の効率化追求は、逆に産業の担

い手たる人の活力を奪う懸念も指摘されている。最新の調査によれば、労働人口の４０％以上が、近い将

来ＡＩやロボットに代替されると予測される（ＮＲI, ２０１５）。ＡＩやロボットによって雇用が奪われ失業者が

増加すれば、人の消費活動の低下を生み、結果として経済成長の鈍化を生みだしかねない。 

そこで、我々は、“人”を中心に据えたＡＩ・ロボットの活用こそが、超高齢化社会となった日本において

産業力向上を実現するシステムの在るべき姿と考える。すなわち、人の行動や目的の質的変化を引き金

として、ＡＩ・ロボット・人それぞれの機能と目的が互いの関係の中で最適化され、さらに継続して進化する

システムこそが、経済成長の持続的向上に必須であると確信し、そのようなシステムを「共進化システム」と

して提案する。人の持つ本質的なニーズを見出して行動や目的を変化させる能力が、ロボットとＡＩと三位

一体となって増幅されることで、仕事の質、生活の質、心身の質が革新される。その革新サイクルを、提唱

する共進化システムにより体系的に加速することで、総合的・重層的な社会全体の質の向上に繋がる。こ

れにより、老若男女あらゆる人々の活力を向上させ、新たな目的へと意識を向けさせることで、様々な産

業において生産性向上や活性化が実現できると考える。これこそが、わが国の産業力向上に対する人の

幸福を考慮したアプローチである。 
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2.2. 共進化のコンセプト 

持続的な産業力向上を実現していくためには、ＡＩ・ロボット・人それぞれが、互いの関係の中で最適化

され、さらに継続して進化していくことが必要になる。人の進化とは、例えば、人の心身の機能が補強され

向上することで活動範囲が広がることであり、また、これまでと行動様式が変化することで新たな目的意識

を得て活動機会が増えることである。本プロジェクトの狙いは、共進化システム、さらに多数のそれらシス

テムが連携した社会によって、産業の重要な担い手たる“人”の活力や目的意識を向上させ、単にＡＩ・ロ

ボットの有効活用に留まらない、“人”を中心とした日本の産業力の発展を実現させていくことにある。 

以降本節においては、本プロジェクトにおけるＡＩ・ロボット・人の共進化のコンセプトを示す。 

 

ＡＩ、ロボット、人の役割 

まず、共進化におけるＡＩ、ロボット、人の役割を図２．１のように定義する。 

 

 

図２．１ 共進化における AI、ロボット、人の役割 

 

共進化システムにおいて望まれるＡＩの役割は、総合的な情報、特に人の心身の状態・行動のみならず

置かれた状況も含めて収集・学習し、その知見を用いて人やロボットへの指示を最適化することである。ま

た、システムに関連するビッグデータを蓄積して分析することで、人が上位目的や新たな仮説を創造する

ための支援を行うことである。ＡＩは、ＣＰＳ（サイバーフィジカルシステム）において、知識の保管（データベ

ース）とブレイン（最適化・分析）としての役割を担う。具体的には、システムに内蔵されるデータベースや、

検索、分析、制御、計画、最適化などのソフトウェア、プラットフォームなどがこれにあたる。 

一方、ロボットの役割は、ＣＰＳの実世界への重要なインターフェースとして、ＡＩと人が必要とする事柄

を実空間で実施すること、また、様々な実データをＡＩ・人へとフィードバックすることである。ＡＩ指示の実

世界への具現化と、ＡＩと人との間を取りなす役割を担う。具体的には、産業用ロボットや、インターフェー

スとして機能するＩｏＴ機器（様々な情報端末、センサ）も広義の意味でロボットである。 

人には複数の役割がある。すなわち、ＡＩの最適化指示や施策に従って行動するユーザとしての役割

や、ＡＩやロボットに目的を与える管理者としての役割、ＡＩやロボットに機能追加する開発者の役割などが

ある。ユーザたる人の成長や進化は勿論のこと、ＡＩ・ロボット・人の共進化が継続して起こるように、管理

者や開発者として、上位目的や仮説を創造して、それらをシステムへと反映させていくという重要な役割

を担う。 

人工知能(AI)の役割

データ蓄積 行動、環境、業務などシステムに関連するデータを収集・蓄積 データベース

最適化 収集されたデータを学習し、人やロボットに対する指示を最適化 ｿﾌﾄｳｪｱ,ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

目的・仮説形成
支援

収集されたデータを元に分析し上位目的や仮説の鍵を抽出する ｿﾌﾄｳｪｱ,ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ロボットの役割

実施 AIが導出した指示を実施 産業用ロボット

インターフェース 指示や様々な実データをAI・人へフィードバック IoT機器

人の役割

遂行 AIが導出した指示を、ロボットと協調して遂行 ユーザ

目的・仮説発見 AIが抽出した鍵を元に、上位目的や仮説を発見 ユーザ・管理者

目的・仮説注入 上位目的や仮説をシステムへと注入 管理者・開発者

AI

ロボット
（産業用ロボット・IoT）

人

Cyber Physical System (CPS)

Cy
be

r
Ph

ys
ic

al In
te

rfa
ce

（ユーザ・管理者・開発者）
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共進化の性質 

本プロジェクトにおける共進化とは、「ＡＩ・ロボット・人がそれぞれの役割と関係の中で、互いに最適化し

合い、さらに目的がより上位なものへと進化することで、システム内に質的な変化が生まれ、システムその

ものの改善や進歩に繋がるサイクル」である、と考える。 

本プロジェクトでは、進化を「質が変わること、仕組みが変わること、新しい価値が生まれること」とし、こ

の共進化のサイクルにおけるＡＩ、ロボット、人のそれぞれの進化を以下のように考える。 

 ＡＩの進化とは、上位の目的を獲得し、目的の入れ替えに合わせて機能を変えることである 

 ロボットの進化とは、目的や環境に合わせて最適化された新機能を獲得することである 

 人の進化とは、環境に最適化して行動様式や技能が変化すること、また、新たな成長機会を得て、

目的が変化することである 

ＡＩ・ロボットの進化は、共進化のサイクルの中で機能に質的な変化が起こることであり、人の進化は、身

体的、精神的、または知的に新たな価値や目的を見出すことである。 

そして、共進化が実現されるためには、以下に示す３つ性質が満たされるものとする。 

（１）  個の進化 －ＡＩ・ロボット・人それぞれが進化する 

ＡＩ・ロボット・人が上記に定義した進化をなすこと 

（２）  関係性 －ＡＩ・ロボット・人が相互に作用する 

システムの中で、ＡＩ・ロボット・人が相互に作用し、ＡＩ・人の成長が促されること 

（３）  継続性 －ＡＩ・ロボット・人が継続的に進化する 

共進化が継続的に起こり、システム全体が常により良い方向へ改善されていくこと 

共進化のサイクルの中において、ＡＩ・ロボット・人の全てがそれぞれに進化すること、すなわち、システ

ムの中でそれぞれが役割を変えながら最適化されていくことが重要となる。そのために、ＡＩ・ロボット・人が、

相互に作用しながら成長していく仕組みが必要になる。さらに、一世代の最適化だけでなく、目的意識が

向上することで世代を超えて継続してシステム全体が改善されるような仕組みとならなければならない。 

 

共進化のシナリオ 

次に、共進化が起こるシナリオの例をＳｔｅｐ０～６として説明する（図２．２）。本シナリオは一例であり、性

質（１）～（３）を満たすならば別の形態も考えられる。 

Ｓｔｅｐ０のニーズは、Ｓｔｅｐ４人の進化によって創出される新たな成長機会そのものであり、Ｓｔｅｐ１の変

化は、Ｓｔｅｐ５、６のＡＩ・ロボットの進化によるシステムへの質的な変化に対応する。このようにＳｔｅｐ０から 

Ｓｔｅｐ６までの共進化のサイクルが繰り返し継続して実行されることで、世代から世代へと共進化の系譜が

紡がれていくことになる。性質（１） 個の進化、性質（２） 関係性、性質（３） 継続性 を満たすこれら共進

化のサイクルによって、常にシステム全体がより良い方向へと改善されていくことが期待できる。 
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図２．２ 共進化のシナリオ 

 

また、これは単に一業態や同種システムに限られたものではないと我々は考えている。ＡＩ技術が進展

し、物毎の本質をより概念的に捉えることが可能となれば、別業種・システムで生まれたＡＩ・ロボット・人の

進化のアイディアを転用させることも、夢ではなくなるであろう。単一システムの持続的な改善とは異なるイ

ノベーションともいえるような飛躍的な進歩も実現できるかもしれない。本プロジェクトでは、共進化の過程

において、このようなヘテロなシステム間の連携による相乗効果にも大きな期待を寄せている。 

 

共進化によって得られるもの 

上記のような共進化のサイクルが実現することで、① ＡＩ・ロボット・人は、相互に学び最適化され、結果、

② 人の活力向上や目的意識の創生に寄与し、さらにシステムや社会全体としても、③ 状況の変化に合

わせてより高い目的へと進化し続けることができるようになる（共進化の原則）。 

図２．３に、生産現場を例に、人とロボットが協力して行う作業が共進化していくイメージを示す（図にお

いて、左側は人の進化、右側はＡＩ・ロボットの進化をものづくりの進化との関係を含めて表現している）。

生産システムにおいて、労働生産性の効率化は、基本的な要件の一つである。まず、従来人手で時間の

掛かっていた作業がロボットで代替され自動化される。最初は、単純な定型作業が置き換わるだけかもし

れないが、例えば、生産現場から吸い上げられる情報が利活用されること、ロボットに認知的なＡＩ機能が

融合されること、などが可能となれば、技術やものづくりの進化と合わせて、ＡＩ・ロボットがより汎用的な作

業が行えるように、システム自身がその機能を高めることが期待できる。共進化によって、ＡＩ・ロボットの作

業はさらに協調的に高度化し、人だけでは生み出せなかった生産方法が創造されることも期待できる。人

は、ＡＩ・ロボットとの関係性の中で、進化の起点を支え、人にしかできない作業を高度化させて、また、雑

多な作業から解放されることで、より上位の仕事へとその役割を変えていくことができるようになる。 

 

Step4  人の進化
人（ユーザ）は、最適化されたAI・ロボットによって行動様式や技能が変化、
そして、新たな成長機会と目的を獲得するとともに、ニーズを抽出する

Step6  ロボットの進化
人（管理者・開発者）は、ニーズからAIが提示する仮説を元に、ロボットの
機能改造案を創出する
ロボットは、機能改造案に従い機能拡張が行われ、質的に変化する

Step0  ニーズ
人（ユーザ）は、システムへのニーズを抽出する

Step1  変化
ニーズから人（管理者・開発者）は、システムへ質的な変化を注入する

Step2  対応
AI・ロボット・人は、変化に対応した動作を開始する

Step3  学習
AIは、最適な指示を導けるように新システムにおけるデータを学習し、それ
に合わせて人（ユーザ）も、新システムにおける行動様式を学習する

Step5  AIの進化
人（管理者・開発者）は、ニーズからこれまでのAIの分析を参照しながら、
上位目的を形成してシステムへと注入する
AIは、前提更新、上位目的が設定され、AIの機能拡張も含めチューニング
されることで質的に変化する

第１世代 第２世代 第３

シ
ス
テ
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価
値

Step１

Step2

Step3

Step4 Step0

Step0

Step1

Step2
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学習

最適

対応

学習

最適

変化

変化

変化

世代から世代へと
共進化のサイクル

が繰り返し実行される
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図２．３ 共進化のイメージ 

 

このように、共進化のサイクルが継続して実現することにより、システムや社会全体に対し、常に改善や

進化の根を与えていくことが可能になる。人を起点とした様々なニーズからもたらされる進化の系譜は、単

なる効率化に留まらない多様な効果を与えることを我々は確信している。社会で働く人々の心身を豊か

にして彼らに活力を与え、新たな目的へと意識を向けさせることで、日本の産業力に寄与させる。 

本プロジェクトでは、この「ＡＩ・ロボット・人の共進化」によって、大規模かつ複雑な社会データから、仕

事の質、生活の質、心身の質が変わる施策を効果的に創造し、高活力、高品質社会を実現して、産業力

を高めていくことを目指す。目標とするＡＩ・ロボット・人の共存を可能とする高活力、高品質社会のイメー

ジを図２．４に示す。これらＡＩ・ロボット・人が共存可能な共進化システムが、持続するような仕組みや枠組

み、または技術体系を構築していくことを大きな目的として掲げる。 

 

 

図２．４ ＡＩ・ロボット・人の共存を可能とする高活力、高品質社会のイメージ 
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3. ＡＩ・ロボット・人が共進化するシステムの応用例 

 

3.1 検討の方針 

本章では、図３．１に示す下記３つの社会像（１．仕事の質が向上する社会、2. 生活の質が向上する社

会、3. 心身の豊かさを向上する社会）をベースに、共進化システムの応用例について検討した結果を示

す。 

まず、第１に「仕事の質が向上する社会」である。この社会では、ＡＩが高度化することで、人とロボットが 

それぞれの仕事の質を高め、互いの関係性の中で最適化されて、業務全体の効率化を実現する。日本

のものつくり力の根幹である製造業における生産システムの効率化と、設計開発力向上について検討し

た結果を示す（3.2 事例１、事例２）。 

次に、「生活の質が向上する社会」である。この社会では、生活している人の状態を、ＡＩが観測して理

解し、ロボットが補完することで、それぞれの人に柔軟に対応する。地域と連携したパーソナルモビリティ・

システムと、おもてなしを具現化するサービスとして、新しい自動機の在り方について検討した結果を示す

（3.3 及び 3.4）。 

最後に、「心身の豊かさを向上する社会」である。この社会では、人の失った機能の回復、又は予防を

目的に、ＡＩ・ロボットが人にとって精神的、身体的な支えとなる。超高齢化社会における介護福祉の課題

に対し、認知症予防を例に、コミュニケーション支援、身体機能支援について検討した結果を示す  

（3.5 事例１，事例２）。 

無論、共進化の応用はここで示すものに留まらないと考える。本プロジェクトでは、共進化の概念を広く

浸透させていくことで、幅広い産業や応用において実証・実践を通して、様々な共進化システムを普及さ

せていくことを目指す。 

 

図３．１ 目指すべき社会像と共進化システムの応用例 

 

3.2 製造業における生産と設計業務の効率化に対する共進化 

3.2.1 現状整理と課題 

現状整理 

わが国の製造業は、国家ＧＤＰの約２割を占め、他産業への波及効果も高いことから、重要な産業の一

つと位置付けられている。少子高齢化による労働者人口の減少は、製造業全体においても大きな課題で

1.仕事の質が向上する社会
ＡＩが人・ロボットそれぞれの仕事を互いの関係性を考慮して最適化する

応用例 • 産業用ロボットシステムの自律性向上 (3.2 事例１)
• 産業機械開発業務における創造的設計力向上 (3.2事例２)

2. 生活の質が向上する社会
人とＡＩ・ロボットが協調し、互いの弱点を補完する

応用例 • 地域と連携したパーソナルモビリティ・システム (3.3)
• おもてなしを提供する自動機 (3.4)

3. 心身の豊かさを向上する社会
ＡＩ・ロボットが人をアシストし、心身の健康を高める

応用例 • コミュニケーション活性化による認知機能の維持・低下予防 (3.5 事例１)
• 身体機能の補完・増強による活動力向上 (3.5 事例２)
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あり、生産基盤を維持するために様々な解決が求められている。その中で、センサやビッグデータ活用な

どのＩｏＴ技術、ＡＩ・ロボット技術は、従来の現場内での生産改善を超えて新しい生産システム、ビジネス

モデルを生む技術として大いに注目されている。ドイツ政府が主導する「Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ４．０」や、米国ＧＥが

提唱する「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ」など、諸外国においても、ＡＩ・ロボットを活用した効率的な生産現場の

実現が目指されている。 

課題 

工場などに代表される生産システムを考えた場合、産業用ロボット導入による効率化は進められてはい

るが、そのほとんどは予め決められた用途において専用化された作業を独立して行っているだけにすぎ

ない。今後は、固定化された作業だけでなく、より複雑な作業についても、人とロボットが協力して効率化

されることが期待される。例えば、顧客ニーズに合わせた変種変量生産に対応可能な柔軟性のある産業

用ロボット、状況に合わせてオンライン/オフラインで製造プロセスを最適化できるＡＩなどが求められる。ま

た、ロボットやＡＩを生産システムへと組み込む中で、不足する技術者（製品開発、システム開発、シミュレ

ーション、ティーチング、制御プログラミング、設置、運用保守などを担当する技術者）を育成することも課

題である。 

 
3.2.2 共進化がもたらす価値 

生産現場における共進化によって、生産労働力となるロボット、生産工程を最適化するＡＩ、それらを管

理する人との間に協働を実現させることで、製造業における生産効率化やコスト低減、人材育成や作業

者・技術者のサポートなどに対し、以下のような効果が期待できる。 

生産システムの効率向上 

① 人の作業に合わせて、ＡＩ・ロボットが事前作業や準備を行い、スムーズな作業を実現 

② 人の曖昧な指示でも、ＡＩ・ロボットが判断して行動 

③ 人の状態（能力・経験・興味・健康など）や周辺を分析して、ＡＩ・ロボットが最適な業務計画を立案 

④ 難しい作業、ミスをしやすい作業をＡＩ・ロボットが分析し、指摘・支援 

開発技術者の育成／支援 

⑤ ＡＩ・ロボットが設計に必要な情報を分析し、改善点を開発技術者に指摘 

⑥ ＡＩ・ロボットが開発者のアイディアを分析／シミュレーションし、効果を見積もる 

⑦ ＡＩ・ロボットが実証環境を模擬してシミュレーションし、効果を検証 

⑧ ＡＩ・ロボットが設計アイディアを収集し、アイディアの可能性を提示 

 
3.2.3 共進化のイメージ 

生産システムにおける産業用ロボットの役割は生産を行うこと、ＡＩの役割は例えば生産工程を最適化

することであり、一方、作業者（人）は、ＡＩ・ロボットを管理し、また産業用ロボットにとって難しい生産作業

を補填する役割を担う。この関係において、共進化は、まず、生産システムに産業用ロボットやＡＩが統合

されることからスタートする（Step1 変化）と考えられる。次に、ＡＩ・ロボット・人が、それぞれの役割と機能を、

新たな生産システムの中で学習・最適化（Step2、3 対応、学習）し、さらに、それらをベースとした新たな

ニーズ（Step0 ニーズ）の元、次の生産システムへと全ての機能・役割をスパイラルアップさせていく（Step4、
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5、6 進化）ことと進む。この共進化スパイラルが円滑に繰り返えされれば、産業用ロボットは、少しずつ機

能を拡張して、できる作業を増やしながら人と協働し、ＡＩは、扱える情報や方法を増やしながら、分析と

最適化能力を向上させて生産プロセスの効率化やコスト低減を図っていくことができるようになる。人は、

ロボットとの協働の中で、人にしかできない作業をより高度化させ、また、ＡＩ・ロボットのサポートによって

雑多な作業から解放されることで、例えば、システムインテグレーションといった、より上位の仕事へとその

役割を大きく変えていくことができるようになる。 

また、技術者の人材育成やサポートの観点において、例えば、システム設計、製品設計、匠技術の伝

承など、従来、人が中心となり行ってきた創造的な作業にも同様に共進化を考えることができる。共進化

の過程の中で、ＡＩは少しずつ扱える情報や方法を増やしながら、人が新たな閃きを生む適切な助言を行

えるように分析／シミュレーション能力を高め、そして、人はＡＩからのサポートを受け、自らの創造意欲を

高めていくことができるようになる。この場合、ロボットは上記のような産業用ロボットではなく、ＡＩとのインタ

ーフェースとして機能する。 

具体的な共進化イメージとして、産業用ロボットシステムへの応用と、プラント圧縮機向け設計業務への

応用の二つを以下に紹介する。 

 

事例１ 機械装置の組み立て・検査自動化を行う産業用ロボットシステムの自律性向上 
昨今の変種変量生産に対応するため、人ひとりで収集から完成品までの部品組み立てを担当するセ

ル生産が広く適用されている。一般にセル生産手法は熟練した作業員が必要となるが、一方で、それら

に依存しない生産形態としてセル生産のロボット化も提案され始めている。 

セル生産のような複合的な作業をロボットに代替させる場合、非常に多機能なシステム要件が求められ

る。そのため、ロボットシステムの開発のみならず、運用時の設定、ティーチングやパラメタ調整も非常に

難しくなる。しかし、従来は単機能的であったロボットシステム（例えば、溶接など決まった作業しかできな

い）に、高度なＡＩ機能が拡張・導入されることで、共進化が起こり、より複雑で複合的な作業にも柔軟に対

応できるようになる。産業用ロボットシステムの高機能・高性能化によって、生産性が向上することが期待

される。 

運用時のティーチングやパラメタ調整は、従来は立ち上げ時などに人が手順にそって作業を行ってい

た。複数のパラメタに複雑な相関がある場合は、調整者の勘や経験に頼る作業となってしまうことや、人の

調整では対処しきれないことがある。そこに、オートチューニング機能を有するＡＩが導入されれば、複雑

な相関関係にあっても、自動的に全体最適を満たす調整ができるようになる。調整者（人）は、煩雑なパラ

メタ調整が不要となる代わりに、ＡＩの出力結果を総合的に判断し、システムの問題点を分析、さらなる改

善点を考察するなど、より上位の思考ができるようになる。また、運用中のチョコ停とよばれる軽微な異常

発生時において、従来は習熟した作業者がその場の状況を見ながら、どの復旧手順を適用するかを判

断し対処していたが、ＡＩを応用したプランニングによって、復旧処理のような任意の装置状態から初期状

態に戻す手順を自動生成できれば、生産システムの可用性を向上させることも可能になる。この場合は、

運用時の作業者は、機械装置に起因する煩雑な作業から解放される。 

共進化のスパイラルにおけるＡＩの進化によって、産業用ロボットシステムにおいて、センサを用いたフィ

ードバック制御、パラメタのオートチューニング、最適化のための学習機能などが実現されれば、人は煩
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雑なシーケンス設計や仕様ごとのプログラム変更、現場での調整作業を簡略化できる可能性がある。また、

ロボットが環境にあわせて柔軟に制御できるようになれば、異常状態からの自動復旧機能による可用性の

向上や、ロボットだけでは自動化が効率的でない作業における、人との協働が行えるようになることが期

待される。 

 
事例２ プラント向け圧縮機開発業務における創造的設計力向上 

増加する世界的なエネルギー需要を背景に、油田・ガス田の開発が進んでいる。圧縮機は、効率的に

原油とガスを分離する機械であり、油田・ガス田の生産設備において最も重要なコンポーネントの一つで

ある。油田の開発現場は陸上から海洋、近年ではさらに海底固定式から洋上浮体式の生産設備へと変

化し、それに合わせて圧縮機への顧客ニーズも多様化している。例えば、洋上設備では波・風への耐久

性、省スペース・軽量化など、相反するニーズに応えなければならない。多様化するニーズに対し、開発

期間を短く質の高い製品を設計し、短納期かつ都度生産していくことが大きな課題となっている。 

設計をサポートするＡＩとの共進化によって、生産技術者の設計能力を高め、多様な顧客ニーズにも迅

速に対応できること、また、新たな設計要素を発見し世の中のニーズを先取りした製品の開発が行えるよ

うになることが期待される。圧縮機設計においては、装置の軸長、羽根車数、回転速度を要求に合わせ

て如何に設計するかが重要となる。共進化の過程で、ＡＩが回転速度や耐久性などの単機能的な数値シ

ミュレーションから、コスト低減や高効率化といった抽象的な目的でも要因や改善点を分析できるように進

化すれば、その分析結果から、新しい設計要素を導き出し、設計技術者（人）は、より効率的に設計を行

えるようになる。また、あらゆる情報をデジタル上に統合し、機器の試作・試験を繰り返さずとも全てをシミ

ュレーション上で実現できるように進化すれば、設計技術者（人）は、自らのアイディアを短サイクルで検

証可能になり、革新的な製品開発を加速することができるようになる。 

ＡＩの分析・シミュレーション能力の革新は、設計業務における共進化を加速し、これにより、人の創造

力・設計力を高め新たな製品を生み出すこと、多様化する顧客ニーズにも短納期で応えることができるよ

うになる。圧縮機設計業務における共進化の実現はプラントの設備開発において大きな価値となると予

想される。 

 
3.2.4 技術的課題 

生産現場における共進化システムにおいて、必要となる技術課題を「共進化がもたらす価値」に対応さ

せて、以下に考察する。 

生産システムの効率向上 

① 人間作業のセンシング、業務プロセス分析、行動予測などに関連するＡＩ・ロボット技術 

② 業務判断、言語・意味理解、学習、曖昧な目的に対する実行などに関するＡＩ・ロボット技術 

③ 心身の状態のセンシング、周辺状況監視、予測、最適化などに関するＡＩ・ロボット技術 

④ 要因分析、最適指示、インターフェースなどに関するＡＩ・ロボット技術 

開発技術者の育成／支援 

⑤ 情報収集、要因分析、改善案提示などに関するＡＩ・ロボット技術 

⑥ アイディアの表現、シミュレーション、効果見積などに関するＡＩ・ロボット技術 
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⑦ 環境センシング、シミュレーション、効果見積などに関するＡＩ・ロボット技術 

⑧ アイディアライブラリ、検索、学習、アイディア創生などに関するＡＩ・ロボット技術 

上記に加えて、生産システムにおける共進化スパイラルを円滑に繰り返していくためには、生産に関す

る要素技術としてのＡＩ・ロボット技術を如何に生み出し開発するかといった仕組みも重要になる。例えば、

製造の生産性、コスト、人の能力向上などの様々なニーズの観点から、あらゆる情報を統合的かつ総合

的に集約し、ＡＩ・ロボットにどのような要因が不足しているのか、抽出する技術が必要である。共進化を支

えるべきＡＩ・ロボット関連技術はまだ萌芽期にあり、生産に関する共進化の考え方を広く普及させ、横断

的に関連技術を育てていくことが大切になる。 

一方、政策の視点では、製造業における生産システムの在り方の観点から、人と産業用ロボットの協働

に関する安全性などのガイドライン策定も進めていく必要がある。 

 

3.2.5 施策 

施策１ 協働／生産自動化を実現するための、ＡＩ・ロボット関連技術の研究開発 

人やロボットの作業内容や状態から業務施策を導出するため、認識、学習、シミュレーション技術など

をさらに向上させていく。また、人間を中心とした計測、分析、制御技術を加速化させる。 

施策２ 生産現場における研究開発・実証プロジェクトのための推進体制構築 

有用な事例を収集するための仕組み（事業者にインセンティブを与える仕組みなど）や、実証プロジェ

クトを円滑に進められるようにするために、製造業界全体が協力して、推進体制を構築する。 

施策３ 標準化規格、法規制緩和など 

ＡＩとロボットが同じフィールド内で協働可能な安全性・信頼性基準、人間の行動、計測データの取得に

伴う安全性・信頼性基準、また、企業間でのデータの授受に関する産業秘密情報保護などについて検

討する。 

 

3.3 地域と連携したパーソナルモビリティ・システムに対する共進化 

3.3.1 現状整理と課題 

現状整理 
日本はかつて経験したことのない少子化かつ超高齢化に直面しており、政府の掲げる「一億総活躍社

会」の実現のために、高齢者等を含め誰もが一人で安全快適に外出でき、社会活力の向上を促すモビリ

ティの実現が求められている。また、２０１５年６月に閣議決定された「科学技術イノベーション総合戦略２０

１５」においても、必要なもの・こと（サービス）を、必要な人に必要な時に必要なだけ提供でき、社会の

様々なニーズに対してきめ細やかに、かつ効率良く対応できる「超スマート社会」を実現するための重点

取り組み課題として、「地域コミュニティ向け小型自動走行システムの実現」が挙げられている。このように、

高齢者、子供、訪問者などの一人ひとりの事情に応じた歩行空間での「移動・運搬のおもてなし」を提供

しすること、すなわち、人の行動意欲活性化を可能とする「パーソナルモビリティ・共進化システム」の実現

が求められている。 

課題 
歩行空間を走行するパーソナルモビリティにおいては、走行機構、完全自律走行機能、環境認識機能
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など、モビリティ（ロボット）単体の性能向上に関する開発が行われてきており、英国やシンガポールでは、

既に歩道を自動走行するモビリティの実証実験が行われている。しかし、共進化システムにおいては、物

理的ツールとしてのモビリティ以外に、情報収集および人とのインタラクションを行う機能、人の移動・運搬

の要望の情報分析や個々の事情に応じた多様なモビリティの最適群制御機能が重要となり、ビッグデー

タを収集し、解析し、実践し、評価するというサイクルを継続してまわす仕組みが求められる。この様な共

進化システムを実現するためには、技術的には医学、ＡＩ、情報処理、通信、ロボット等の様々な分野に跨

った開発が必要となり、事業的には様々な利害関係が錯綜する懸念がある。このため、産官学共同の開

発および運用体制の調整や、パイロット実装時の都市開発、住民理解、法律等、自治体や利害関係者の

調整が課題となる。 

 

3.3.2 共進化がもたらす価値 

パーソナルモビリティ・共進化システムは、人の行動（移動）活力を持続的に向上させることが可能であ

り、行動意欲・行動機能が向上し、移動・運搬ストレスの削減、時間有効化、出会い・ふれあい機会の増

大等が期待できる。同時にＡＩ分野では、人の活力向上に伴う更なるビックデータの蓄積により、行動予

測・状態予測精度の向上、人や社会の行動・構造理解が進み、ロボット分野では、ビックデータ基づいた

知能化、データに基づいた必要機能の開発といったものづくり力の向上が期待できる。この様な持続的

な成長により、社会全体の活性化、新産業創出、産業構造変革の醸成、持続可能な都市開発、情報産

業の強化といった産業力向上がもたらされる。 

 

3.3.3 共進化のイメージ 

パーソナルモビリティ・共進化システムは、屋内外の歩行空間において自動で人や物を運搬する多様

なモビリティロボットと、多種多様のロボットを運用する運用サーバ、様々なセンシング情報やサービスと連

携するための情報サーバ、各種情報を分析するＡＩサーバから構成される。ロボットはネットワークに接続

され、運用サーバからの指示に従い自動で目的地まで走行する。走行時ロボットは、搭乗者や周囲の人

とインタラクションを行い、環境やロボットの情報を常時監視して危険回避を行うとともにその情報を情報

サーバに送信する。運用サーバは、ＡＩサーバの分析結果を基にロボットをシェアリング運用する。情報サ

ーバは、ロボット、ウェアラブルセンサ、携帯端末、Ｗｅｂカメラなどのセンシング情報や他のサービス（交

通、商業、公共、医療など）情報と連携し、ビッグデータを収集管理する。ＡＩサーバは、情報サーバのビッ

グデータから様々な関連情報（天気、人流、イベント、電車の到着・出発時刻、お買い得情報、通院予約

など）を抽出し、人の嗜好や要望、身体状態、精神的・身体的負荷を分析の上、一人ひとりの行動意欲が

向上し、かつ安全、安心、健康、アフォーダブルな（その人が幸せになるような）ロボットの行動候補を出

力する。また同時にＡＩサーバは、人の要望とロボット行動とのギャップを分析し、その結果をフィードバッ

クして、ＡＩ分析、ロボット開発、運用等の機能/性能を継続して向上させる。 

将来的な利用方法は、以下となる。まず利用者が希望を端末・ロボットに入力する。するとＡＩが、その

人の情報と関連情報（天気、特売、イベント、混雑など）から行動の提案（行く場所、見る場所、行く順番な

ど）を行う。人が行動を決定すると、要望に合った機能を持つモビリティロボットが、要望に合った方法で

利用できるようになる。モビリティロボットは自律で走行し、移動中の時間は、ロボットとの会話による地域
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情報の収集や仕事、読書などに利用できる。ロボットには、随行案内用、屋内買物用、屋外散歩用、緊急

用、通勤用、高齢者用、子供用等、様々な形態がある。 

このシステムの継続的な活用によって、人とＡＩ・ロボットが共進化する。このとき共進化は３つの世代で

進む。第１世代は、人とＡＩ・ロボットが 1 対 1 の関係にあり、ＡＩ・ロボットは、人の細かい要求（ニーズ）に対

する実現行動の最適化を追求する。具体的な「共進化のシナリオ」の例は以下となる。 

まず、人は「○○まで行きたい」など人が細かい要求を指示（Step0）する。次にＡＩ・ロボットはその目的

達成のための最適化が行われ(Step1)、行動を実行する(Step2)。その結果を学習し(Step3)、経路最適化、

効率化、認識率向上、地図更新、環境認識、危険予測といった機能や使い勝手・安全性が向上する

(Step5、6)。これにより人は、行動意欲・利用意欲が増加する(Step4)。 

第２世代は、人とＡＩ・ロボットが 1 対多の関係にあり、ＡＩ・ロボットは、人の「○○したい」といったより上

位の指示に対し、様々な情報を分析し、多くの選択肢からその人に適したお勧めの選択肢を提示する。

この世代では、人の意図予測や地域情報連携機能が進化する。このときロボットは機能の多様化が進み、

人は新たな行動が経験できる（行動範囲拡大）。第３世代は、人とＡＩ・ロボットが多対多の関係にあり、Ａ

Ｉ・ロボットは、人との対話や状況により、その時に最適な行動を自ら生成する。この世代では、人や都市

全体の状態計測とその時の最適行動予測が進化し、人・社会の理解が深化する。このときロボットは人へ

のおもてなし機能が進化し、人はモノ・コトの出会いが増え（幸せの獲得）、街全体が活性化する。 

 

3.3.4 技術的課題 

パーソナルモビリティにおける共進化システムにおいて、必要となる技術課題を以下に挙げる。 

 人（健康、安心、楽しみ、意欲など）の情報取得方法、利活用規則、個人情報取扱方法 

 人の状態、嗜好、状態に対する最適行動を解析するＡＩ技術の開発 

 ロボット、建築、セキュリティ（防犯、サイバー、感染）などの法規制とリスク対策（災害、保険） 

 モビリティシステムのインフラ整備・保守（共用・専用道路などの走行インフラ、情報インフラ） 

 高齢者、子供、訪問者、ロボット等が共存できる空間/都市デザイン 

 事業・運用体制の構築（雇用、保険、運用方法、サービスアプリ、課金、データ共有など） 

 
3.3.5 施策 

施策１ 産官学＋地域（自治体、地元住民）一体の開発推進体制構築 

技術的には医学、ＡＩ、情報処理、通信、ロボット、サービス工学等の様々な分野に跨った開発が必要

であり、同時に、研究推進にはサービスを継続的に利用者に提供し、ビッグデータを継続して収集する運

用体制が必要になる。ここでは例えば、国家プロジェクトの下、産総研人工知能研究センターを母体（学）

とした技術開発、企業によるサービス提供システムの構築、自治体（住民）参加の継続実証実験といった

体制を構築する。 

施策２ パイロットシステム（地域モデル）の運用プロジェクト（オープン開発の場）の発足 

国や自治体の支援により、物理的な拠点の選定と、特区制度を活用した運用プロジェクトを発足させる。

ここでは例えば、モビリティロボット特区の推進実績のあるつくば市にモビリティロボット共進化特区を認定

し、安全、セキュリティ、利便性、効果検証、利用者教育、実験の許認可、利害関係の調整などの運用面
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での実証実験を推進する体制を構築する。まずはショッピング支援や駅周辺での高齢者送迎・通院、公

園や遊歩道での散歩利用等からスタートし、将来的には他の地域での活用（空港内サービスや観光サー

ビスなど）に応用する。 

施策３ 道路交通法・道路運送車両法等の法規制緩和 

上記特区を活用し、法律上の課題を抽出し、当該省庁との協議の下、段階的な緩和を実施する。ここ

では例えば、無人走行と搭乗走行を想定した道路交通法・道路運送車両法の整備や、ヘルメット着用や

免許などの運用規制の緩和、電波利用、保健適用、情報セキュリティなどの法課題を検討、解消する。 

施策４ パイロットテストのためのパーソナルモビリティ走行インフラ・情報インフラの整備・保守 

モビリティが走行する道路や歩行空間の整備、走行場所のガイドラインなどの整備を実施する。上記特

区の運用かつ法整備の下、歩道幅、専用道、それに伴う速度規制、街中でのセンサ設置、住民への情

報発信など、進化が進む状況に応じたインフラ整備・保守を継続的に行う。 

 

3.4 おもてなしを提供する自動機に対する共進化 

3.4.1 現状整理と課題 

現状整理 

日本のサービス産業の基盤は精神的価値にある。「おもてなし」の言葉に代表されるように、お客様を

迎える際の接客サービスは日本独特の技術といえる。ＡＴＭ（現金自動預払機）、自動販売機、自動券売

機、自動改札機等の「自動機」は、サービスの自動化を実現したものではあるが、自動機は本人によるセ

ルフ操作が基本であり、慣れると操作性が向上するが、日本が古来より大切にするおもてなしを具現化す

るには至っていない。また、高齢者に代表されるデジタル弱者や外国人観光客などにとっては、「まず使

ってみる」という点に障壁があることも珍しくはない。おもてなしを自動機で具現化するには、いつでもどこ

でも同じサービスを提供するセルフ型自動機とは異なり、人を理解し、人の変化に対応できる多様性、柔

軟性、そして拡張性をもった新たなシステムが求められる。 

課題 

おもてなしの良さはサービスの質と顧客満足が一致したときに最大となると考えられる。サービスの質と

顧客満足を合わせるには、まず、人の精神と身体の状態を過去から現在へと計測し、そして未来の変化

を予測しながら把握すること、次に、その人がサービスを求めるタイミングに合わせて、先の状態把握の情

報を元に人に不用なストレスを与えることなくサービスを提供すること、同時に、人がもつ満足感という情

報をリアルタイムに収集して再度人の状態計測を進め、提供したサービスの質を評価し、次回のサービス

提供のデータとすること、が必要となる。つまり、人の要求に合わせて、機器もともに進化し続けるシステム

が必要になる。 

 

3.4.2 共進化がもたらす価値 

人と自動機とが共進化の関係になれば、サービス産業市場の様々な課題に対して、日本のモノ・コトづ

くり技術が活用でき、新たな自動機のおもてなしによってサービス産業が拡大するとともに、日々の生活

の中における装置や場所に関するストレスや不安が解消され、日本の超高齢化社会においても安心安

全な生活環境が構築できるようになることが期待される。 
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3.4.3 共進化のイメージ 

おもてなしを具現化する質の高い自動機サービスを実現するためには、共進化によって、例えば、セ

ルフ型自動機におけるセルフ操作がもつストレスや不安を解消（誤操作防止）し、安心感と信頼を醸成す

ること、また場所に対するストレスや不安を解消し、さらに移動場所の死角がもつ危険を回避すること、が

必要になると考えられる。特に、デジタル弱者や外国人観光客など、はじめての自動機を操作する場合

や、文化や習慣が異なるはじめての場所に行った際などには、操作や場所に対するストレスや不安は大

きなものになると推測される。 

まず、人と装置における共進化を考える。装置は、人がボタンを押した信号を待つ状態から、人に最適

なボタンを誘導又は提案する。装置に搭載されるＡＩ（Step1 変化）は、過去の人の行動から、目的を学習

して推測（Step2、3 対応、学習）をする。それを元に、適切な助言を行えるように進化すれば、人が、「ボ

タンを押す」操作へのストレスや、間違える不安は、軽減されていくものと期待できる。そして、人が装置の

提案に対して満足感を持つと、装置と人の間には安心・信頼の感情が生まれる（Step4、5、6 進化）。共

進化が繰り返され、人と装置の関係性を最適化するＡＩがより高度化すれば、信頼は強固なものとなり、人

にとって装置は単なる利用手段から相談相手へとパラダイムシフトする。 

より具体的に、ＡＴＭの操作支援エージェントを例とする。顧客は、口座に対する操作を行う意図をもっ

て来店するが、ＡＴＭの機能を理解しておらず、どのような操作で自分の目的を達成できるかわからない。

そこで、操作支援エージェントは、顧客に語りかけ、顧客の来店目的を認識し、顧客に何ができて何がで

きないかを学習する（第１の機能 スキルレベルの認識）。次に、認識された顧客のスキルレベルと来店目

的に基づき、機器操作プランを作成し、顧客の不安を取り除くための説明も含めて顧客へと提示する（第

２の機能 プラン作成）。そして、適切な見守りや応援を与えながら、顧客に上記プランを実行させる（第３

の機能 実行サポート）。顧客とエージェントとの対話ややり取りを通して、柔軟に対応できるようにエージ

ェントが進化することで、顧客はストレスなく目的を達成することができるようになる。さらに、信頼関係が醸

成されれば、さらなるサービスやレコメンドなどにより、ビジネス価値も高まっていく。 

次に、人と場所との共進化を考える。場所を理解するにはかなりの情報が必要となる。道に迷うことや

迷子は必ずといってよいほど発生し、初めての場所であれば、誰しもが不安を生じる。場所に搭載されたＩ

ｏＴ群と自動機が連携することで、場所自体が人を認知し、行動から人が場所で行う目的を分析、場所に

関する適切な情報を提供することが可能となれば、場所に対するストレスや不安は解消することができる

と期待される。このプロセスにおいて、周辺センサや自動機に搭載されるＡＩ（Step1 変化）は、過去の状

況データから人の行動と場所における目的を分析して学習する（Step2、3 対応、学習）。またさらに、共

進化において、ＡＩが人の行動を予測することで、人の行動の先にある場所の死角を抽出し教示できるよ

うに進化すれば、死角から受ける危険も回避できるようになる。進化が継続し、より確度の高い場所の情

報や危険性をタイムリーに人へと提供することができるようになれば、人は、安心した行動ができるように

なり、活動範囲や活動時間が拡大していくことが期待される（Step4、5、6 進化）。 

 
3.4.4 技術的課題 

自動機の共進化において、人、装置（ロボット）、ＡＩのそれぞれに必要となる技術的課題は、以下の通
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りである。 

 人、場所の情報取得方法、利活用規則、個人情報取扱方法 

 人、場所の状態、嗜好を解析するＡＩ技術 

 装置と人の間のインターフェース、データ連携方法、装置の安全性やフェイルセイフ設計 

 サービスのリアルタイム性（リアルタイムなシステム応答、システム連携）を実現する基盤技術 

 疑い・危機感の低減による詐欺や犯罪被害への対処 

 サービス化およびビジネス化（アプリ開発、運用、エラー対処など） 

 
3.4.5 施策 

施策１ ストレス・不安の解消に向けた研究開発 
まず、人が装置や場所にもつストレスや不安を測定する方法を実現することが必要である。装置や場

所と人との関係性を情報化し、ストレスや不安の変化を計測するとともに、制御可能なインターフェース

を開発する。 

施策２ 共進化による自動機サービスとその利用に関する推進体制構築とガイドライン作成 

共進化を含むおもてなしの自動機サービスの構築とその利用を推進する体制を定める。また、サービ

スの提供と人の行動との関係を評価し、サービス利用時のガイドラインを策定することが必要である。ス

トレスレス、不安レスに効果的な情報のガイドラインを作成する。 

施策３ 詐欺や犯罪の可能性の把握と対策 

提供されるサービスと詐欺や犯罪との関係性を分析し、サービスのリスクなど、共進化に関わる情報の

マイナス効果を発生させるメカニズムをまとめ、ガイドラインを策定する。 

施策４ 標準規格・法規制緩和など 

共進化効果の安全性評価および共進化システムの信頼性評価、事故に対する保証制度、サービスの

提供範囲（運用時間、設置環境等）の標準規格の作成、サービスインフラの情報通信規制 （セキュリ

ティ：機器間の制御、データの保護）の緩和などを検討する。 

 

3.5 介護福祉におけるコミュニケーションと身体機能アシストによる認知症予防に対する共進化 

3.5.1 現状整理と課題 

現状整理 

わが国における認知症の人の数は２０１２年で６５歳以上の高齢者で約７人に１人と推計され、正常と認

知症との中間の状態の軽度認知症と推計される人の数と合わせると約４人に１人が認知症又はその予備

群と言われている。認知症予防では、軽度認知症において低下するエピソード記憶（体験したことを記憶

として思い出す機能）、注意分割力（いくつかの対象に対して注意を振り分け注意を切り替える機能）、計

画力（新しいことをするとき、段取りを考えて実行する能力）といった３つの認知機能を高め、維持すること

が重要と言われている。これら３つの認知機能を必要とするコミュニケーションを活性化させ、また、高齢

者においては、より活動的となるよう心身の機能を高めることが、認知症予防に関して重要となる。 

課題 

高齢者の場合、子供の自立やパートナーとの死別により、単身世帯となり、コミュニケーション相手がい
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ないなどのケースも少なくない。また、寝たきりとなれば、自発的な活動の低下にともない、認知症を発症

するリスクも高まってしまう。そのような中、ビッグデータを活用するためのＩｏＴ技術や、ＡＩ、ロボット技術を

活用して、コミュニケーションや高齢者の活動を活性化させる技術に期待が高まっている。例えば、質問

に対する答えが返ってくるだけでなく、会話として言葉のキャッチボールが可能なコミュニケーションロボッ

ト、低下した身体機能を、回復・増強させるＡＩ、ロボット技術などが求められている。 

 

3.5.2 共進化がもたらす価値 

介護福祉現場における共進化によって、人の対話や心身の健康をサポートし、活力を向上させるＡＩ・

ロボットが実現されれば、高齢者の認知症予防に必要なコミュニケーション、身体機能の活性化に対し、

以下のような効果が期待される。 

コミュニケーションの活性化 

① ＡＩ技術を備えたコミュニケーションロボットにより、スムーズなコミュニケーションを実現 

② ＡＩ技術を備えたコミュニケーションロボットにより、注意を向ける力、行動を起こす創造力、体験記

憶をうまく連動させることが可能な積極的な会話の誘発 

③ 興味を惹く話題をコミュニティ（地域、趣味、カルチャークラブ等）として共有できるようなコミュニケ

ーションプラットフォーム 

身体機能の活性化 

④ ＡＩ、ロボット技術により、病気や事故、高齢化にともない低下した身体機能を、補完あるいは増強 

⑤ 人の要求・要望に沿うように、ＡＩ・ロボットが対応することで、対象者の活動範囲を拡大 

 

3.5.3 共進化のイメージ 

介護福祉現場では、急速に進む高齢化社会と、それに伴う介護従事者の不足、業務負担の増加など

の問題から、介護ロボットの導入が促進されている。しかし、多くの介護ロボットは、介護従事者の補助の

観点から、要介護者の体の動きなどをサポートしているにすぎない。介護サポートのみならず、コミュニケ

ーションや、身体機能の低下も抑えられるように、ＡＩ・ロボットが人へ適切なアシストを行えるようになれ

ば、認知症予防や、高齢者の活力ある生活を実現する上で大きな価値になることが期待される。高齢者

支援において、様々なアシスト機能を備えた新たなＡＩ・ロボットが導入(Step1 変化)されることで、人・ロボ

ット・ＡＩのそれぞれの関係性が都度学習(Step2、3 対応、学習)され、新たな予防・介護の有り方が構築さ

れていく(Step4、5、6 進化)ことが期待される。 

以下では、具体的な共進化イメージとして、認知症予防におけるコミュニケーション支援と身体機能支

援への応用の二つを紹介する。 

事例１ コミュニケーション活性化による認知機能の維持・低下予防 
認知症の予防および進行を遅らせる方法として、コミュニケーションの活性化が有効と考えられることを

先に触れたが、具体的には、まずは一人暮らしの高齢者など対象者のコミュニケーション相手としてロボ

ットを設置する。人とロボットが、過去の思い出などを回想する会話をし、コミュニケーションを取るととも

に、ＡＩ・ロボットは、人の表情、発言内容などを観察し、また他のＡＩとの情報交換などにより、認知症予防

効果の高いその人が興味を持つであろう話題や、新たなコミュニティイベントの紹介などを、新たなアクシ
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ョンとして学習する。この結果を見たＡＩ・ロボットの開発者は、ロボットとの新たな会話やコミュニティイベン

トの重要性を学習する。高齢者などの対象者は、ロボットとの会話から過去の回想を行うこと、また紹介さ

れたコミュニティイベントに参加することで、各自のコミュニケーションを活性化させ、認知症を予防するこ

とができる。また、コミュニケーションの発展により、ＱＯＬ向上という面でも進化する。これを見て、ＡＩは人

の認知症予防効果向上に加え、新たな趣味の創出など人のＱＯＬ向上に寄与する提案等を行うことで進

化し、ロボットは、ＡＩの進化同様、ＱＯＬ向上に寄与するアクション（表情、感情、しぐさ等）での機能拡張

が進むなど、それぞれの進化が期待される。 

事例２ 身体機能の補完・増強による活動力向上 

  高齢や病気、事故による、身体機能の低下は、対象者の出不精や寝たきりを誘発し、介助・介護が必

要となる機会を増やすとともに、自発的な活動の減少により、認知症を発症するリスクも高めてしまう。ＡＩ

によって知能化されるロボットと対象となる高齢者との間に共進化を起こすことで、失った機能を補完ある

いは増強させることを考える。 

具体的なイメージとして、歩行運動や上腕動作をアシストするロボットを考える。ロボットには、対象者の

意思（感情等）をくみ取るセンシング機能を拡充する。ロボットは、対象者の意思をくみ取りつつ、身体機

能をアシストする。さらに、対象者の意思に沿うアシスト条件を学習し、ロボットの制御へと反映する。対象

者は、歩行や上腕運動など身体機能が低下・欠損した状態から、最適化されたアシストを受け、身体機能

の回復・増強が図られるようになる（困難であった行動がとれるようになる）。また、複数対象者から得られ

た最適化アシスト条件を、ネットワークを介して集積して分析することで、初めての対象者に対しても、ある

程度最適化されたロボット制御条件を利用することもできる。複数の最適化されたロボット制御条件を基に、

より効果的なロボットの機能拡張が行えるようになる。人の身体機能増強への共進化のスパイラルが効率

的に繰り返されれば、ＡＩ・ロボットは人の意図や要求・要望に柔軟に対応できるように進化し、一方で、対

象者も適切なアシストを受け、より快適に健康な生活の維持や社会活動への参加が行えるようになること

が期待できる。 

 
3.5.4 技術的課題 

認知症予防における共進化システムにおいて、必要となる技術課題を以下に考察する。 

コミュニケーションの活性化 

 受け答え会話の即時生成技術開発 

機械学習を含むＡＩ技術、ネットワーク上のデータ処理、ロボット側での言語等の分散処理など 

 その受け答えと合わせた表情やしぐさ（ロボット動作）に関する技術開発 

 予防効果を高めるための話者の興味を惹く会話データベース開発 

身体機能の活性化 

 対象者の意思を正確に認識し、また、周囲の人に危害を与えない動作が保証できるか。 

 対象者に負担の無いアシストができるのか。 

一方、技術面での課題を克服した場合でも、普及に向けてはコスト面、安全性に関わる制度などの課

題も解決していく必要がある。 
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3.5.5 施策 

施策１ コミュニケーション／身体機能の即時支援を可能とするＡＩ・ロボット関連技術の研究開発 

会話における言葉のキャッチボールやアシストのための心身状態を理解するために、機械学習を含む

ＡＩ技術を開発する。また、より自然な支援を、遅延無く的確に行うために、ネットワーク上のデータ処理

およびロボット側での分散処理技術を開発する。 

施策２ 推進体制構築および統一プラットフォームの構築 
各社のＡＩ・ロボット間で情報データのやり取りを行うことで効果の拡大を図ることが求められる。情報を

やり取りするために、推進体制を構築するとともに、データフォーマットを規定するなど統一プラットフォ

ームの構築・開発を行う。 

施策３ 予防効果を検証するための実証実験 
予防効果を高めるためには、受容性について多くの検証を行う必要があり、実証実験の環境整備や実

施に対して、助成が求められる。 

施策４ 標準規格・法規制緩和など 

認知症予防・見守りのためのコミュニケーションロボットの介護保険適用用具への追加、身体支援ロボ

ットの安全性・信頼性基準の策定などを検討する。 

 

 

4. 施策まとめ 

 
4.1. ＡＩ・ロボット活用による産業力強化に向けて 

ＡＩ・ロボット活用を幅広い産業や応用に実践できるようにしていくためには、競争領域における各企業

の研究開発、システム開発、実証プロジェクトを深化させていく必要がある。 

特に、ＡＩ分野に関する技術要素では、分析技術のみならず、その前処理（様々な形式のデータをＡＩ

で扱えるようにする技術）や後処理(ＡＩの解析結果を解釈して施策へと落とす技術）も重要な課題である。

これらの処理は、人が予め問題に合わせて、知識や経験に基づき、方法を都度設定しなければならない。

データの取り扱いなど、ノウハウ的な要素が強い部分は、ＡＩ化が困難となる。入力から解決方法までの一

連の流れを、人からＡＩへと移行していくことが求められる。 

一方で、ＡＩ技術は、実験的に進展していく側面も強い。我々は、海外に対して日本が優位に立つため

には、積極的に、様々なサービスの様々なデータを探索し、その分析を短いスパンで実施し、本当の課

題にいち早く取り組むことが重要になるのではないかと考えている。人を中心に据えたＡＩ・ロボット活用を

目指す共進化システムにおいても、そのために、データを有するサービスプロバイダ、ソリューションを提

供するメーカ、分析技術を持つ機関（公的研究機関、大学）などが連携して、共通課題に取り組む仕組み

を整えていく必要がある。 

本プロジェクトでは、共通課題の中で、ビッグデータの収集とサービスインの事例の蓄積が、特に重要

になると考えている。これらの問題を解決するために、各メーカがビッグデータに簡単にアクセス可能な仕

組み、サービス間で分析技術を再利用可能な仕組みなど、競争領域と協調領域の切り分けを精査した上

で、共進化システムの基盤技術を構築していくことを目指したい。それを元に、ＰｏＣを次々と回していくこ
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とが大切である。そのために、産業界が中心となり、共進化システムのための推進体制やコンソーシアム

を形成していきたい。推進体制の元、例えば、実験的なサービスを行う国家プロジェクトを複数スタートし、

ＡＩ・ロボット技術を高性能化させていくために、必要なデータを循環的に収集できた成功事例を集積する。 

また、ＡＩ・ロボット活用を社会革新の原動力として成長させていくためには、官民・省庁の横断的なリソ

ースの糾合も必要不可欠である。図４．１に、次世代ＡＩ・ロボット技術開発に関する最近の関係府省の動

きを示す。 

 

図４．１ 次世代ＡＩ・ロボット技術開発に関する関係府省の動き 

 

予算規模や、産業技術総合研究所 人工知能研究センター、理化学研究所 ＡＩＰセンターなどへの研

究投資、「ロボット革命イニシアティブ協議会」「ＩｏＴ推進ラボ」のような推進体制の整備からも見てとれるよ

うに、超高齢化社会に向けて本分野における関係府省の期待は非常に大きい。産業界もこれらとの連携

を検討していくべきである。ＡＩ・ロボットやＩｏＴ、ビッグデータの技術革新がもたらす可能性と具体的な官

民連携の在り方について検討を重ね、新たな産業構造・社会構造に関するビジョンを官民が一体となっ

て策定していく必要がある。本プロジェクトにおいても、上記、経済産業省、文部科学省、総務省などの関

係府省が推進する取り組みとも適切に連携し、政府の掲げる課題に対して、人を中心に据えたＡＩ・ロボッ

ト、ＩｏＴ技術の可能性や、必要となるべき事項を、共進化の観点から検討していきたい。 

 
4.2. 産業界の為すべき施策 

上記を踏まえて、まず、共進化を幅広い産業や応用において実践できるように、施策１ ＡＩ・ロボットを

活用した共進化の研究開発・実証プロジェクトを強力に推進する。次に、施策２ 開発、実証、事業化のた

めの推進母体・コンソーシアムを結成する。この推進母体が中心となり、各事業における短サイクルのＰｏ

Ｃをまとめ、さらに共通技術の基盤化を推進する。最後に施策１と施策２を実施する上で、施策３ 関係府

省、公的研究機関との連携を強化する。 

以下に、これら産業界が中心となり為すべき施策をまとめる。 

 

関係府省の動き

検討会等 次世代の人工知能技術の研究開発 【３省（経産、文科、総務）連携】
産業構造審議会新産業構造部会 【経産省】
インテリジェント化が加速するＩＣＴの未来像に関する研究会 【総務省】
情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会重点分野WG 人工知能・ロボットア
ドホックグループ 【総務省】

公的研究機関 産業技術総合研究所 人工知能研究センター 【経産省】
理化学研究所 AIPセンター 【文科省】

推進主体 ロボット革命イニシアティブ協議会 【経産省】
ＩｏＴ推進ラボ 【経産省】

研究開発支援 次世代人工知能・ロボット中核技術開発 【経産省平成28年度、30.6億円】
ＩｏＴ推進のための横断技術開発プロジェクト 【経産省平成28年度、37.3億円】
ＩｏＴ推進のための新産業モデル創出基盤整備事業 【経産省平成28年度、20.0億円】
ＡＩＰ（Advanced Integrated Intelligence Platform Project）：人工知能/ビッグデータ/ＩｏＴ/サイ
バーセキュリティ統合プロジェクト 【文科省平成28年度、100.0億円】
人間と調和した創造的協働を実現する知的情報処理システムの構築 【文科省】
石黒共生ヒューマンロボットインタラクションプロジェクト 【文科省】
自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・実証 【総務省】
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施策１ 仕事の質、生活の質、心身の質を高める施策を生みだす共進化システムの研究開発 

（１） 共進化システムを構成する要素技術の研究開発 

共進化システムを具現化するためには、人間を中心としたロボット分野、ＡＩ分野の関連技術と、それら

を統合するためのプラットフォーム技術を、これまで以上に革新させていくことが必要不可欠である。感情、

幸福、または場の状況などこれまでとは異なる新しい計測指標や、それら様々なデータを享受可能なイン

ターフェース、人間情報の知識化と、それらを解釈する技術などが必要になる。特に、開発項目として、

今後注力していくべき要素技術を図４．２にまとめる。 

 

図４．２ 共進化システムに必要となる研究開発要素 

 

（２） 仕事の質、生活の質、心身の質を高める共進化システムの実証プロジェクト 

要素技術の開発とともに、共進化システムの実証プロジェクトを推進する。超高齢化社会に向けて、３

つの領域、仕事、生活、心身を軸とし、まずは、３章で提示した製造、サービス、介護福祉への応用につ

いて、以下の事例を構築するための実証を行う。 

① 仕事の質の向上  

 産業用ロボットシステムの自律性向上 

 産業機械開発業務における創造的設計力向上 

② 生活の質の向上 

 地域と連携したパーソナルモビリティ・システム 

 おもてなしを提供する自動機 

ロボット分野

（１）人・環境センシング 人や環境の状態を計測し、ＡＩの分析・最適化に利用可能な情報として抽出する
技術を開発する。特に人の行動や心身の状態を計測する人センシング技術や、
ロボットと環境の相互作用をセンシングする技術などと開発する。

（２）実世界フィードバック ＡＩからの指示を、実世界へ具現化するフィードバックする技術を開発する。特に、
人間の活動を補助するパワーアシストデバイスやモビリティシステム、人間にＡＩ
の指示を分かりやすく提示するインターフェースなどを開発する。

（３）安全・高信頼化 ロボットが、人と同じフィールド内で協働するために、フェイルセイフ設計など装
置の安全性を高める技術を開発する。また、一部のロボット・ＡＩのエラーが共進
化システム全体に波及しないための高信頼化技術を開発する。

ＡＩ分野

（１）人間や場の理解 情報化された人間や環境の計測ビッグデータの中から、人間と、その取り巻く状
況を理解し、適切な助言やサポートができる分析・最適化技術を開発する。

（２）知識化・共通化 ＩｏＴやロボットによって集約される情報を、ドメイン（業種）に特化した知識として
抽出し、さらにドメインの異なる知識の間で共通知識として抽出する技術、またそ
れらを統一的に共有可能な基盤を開発する。

（３）抽象目的の
具現化

共進化サイクルを継続させるために、個々の具体的な目的を、抽象的で高度な
上位の目的へと昇華させるための技術を開発する。人の設定する様々な抽象的
な目的を解釈し、共進化システムの内で具現化する技術を開発する。

プラットフォーム分野

（１）共進化プラットフォーム 各組織の開発するロボットやＡＩが相互に繋がり、共進化サイクルを実現する必
要十分な情報を授受するための統一プラットフォームを開発する。また、莫大な
情報量を処理するための計算資源活用技術を開発する。

（２）セキュリティ 個人や企業活動に関わる秘匿性の高い情報を保護したり、悪意ある第３者によ
るロボットやＡＩへの攻撃を防止するセキュリティ技術を開発する。

（３）インフラ・エコ
システム

共進化サイクルを促進する環境設計や都市デザインなど、共進化を前提とした
インフラの再構築を検討する。また、共進化の受益者と、サービスやモノの供給
者との間で、公正に経済が循環するビジネスエコシステム設計を検討する。
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③心身の豊かさの向上 

 コミュニケーション活性化による認知機能の維持・低下予防 

 身体機能の補完・増強による活動力向上 

 

施策２ 共進化システムを開発、実証、事業化するための推進母体の結成 

施策１記載の各応用の研究開発および実証プロジェクトを支援し、促進していくための推進母体を産

業界が主体となり組織する。各企業の競争領域と協調領域の切り分けを精査した上で、共通化できそうな

要素の基盤化を推進するとともに、実証体制の整備、ＰｏＣ（概念実証）の実施を推進する。さらに、安全

性や情報管理など、共進化という概念が新たにもたらす社会的影響を考慮する。推進母体は以下の各項

を行う。 

（１） 産官学連携によるＰｏＣ 

共進化システムの実証を支援するため、関係府省と連携して実証実験の設備および場（実証テストベ

ンチ）の整備を行う。既存テストベンチの利用可否、新規作成の必要性も含めて検討する。 

（２） 共進化システムの基盤技術の統合 

各産業において、企業間の競争領域と協調領域の切り分けを精査した上で、共進化システムに必要な

要素技術を幅広く収集し、共通利用可能な形へと統合することを検討する。公的研究機関（例えば、大学

法人、産業技術総合研究所 人工知能研究センター、理化学研究所 ＡＩＰセンターなど）の取り組みとも

連携し、既存のロボット分野、ＡＩ分野における研究領域も含め、共通基盤化する。 

（３） 共進化が人や社会にもたらす影響に関する検討 

ロボットが人と協働することに対する物理的な信頼性・安全性、人間計測を主体とした共進化に対する

個人情報（プライバシー）や精神的な信頼性・安全性、ＡＩ・ロボットが自発的に機能進化することに対する

機能の信頼性・安全性、基盤化される共進化システムにおける人、ＡＩ・ロボットのネットワークシステムなど、

共進化システムにおいて、考えなければならないあらゆる事象を検討し審議する。各産業現場（製造、都

市、介護福祉）について、関連府省と連携して、既存制度でカバー可能な範囲も含め、必要となるべき具

体的要件をまとめ、政府への働きかけ（標準化、法整備など）を行う。 

（４） 共進化システムを普及・促進させるためのコンソーシアム（勉強会）の結成 

共進化の理解を深め、共進化システムを普及・促進の母体となる勉強会などを主催するコンソーシアム

を結成する。様々なＩｏＴ機器から得られるリアルなビックデータを、サービスやプレイヤーの垣根を越えて

共進化システムへと取り込むための活動を推進し、共進化がもたらす新しい産業構造やビジネスモデル

について、その在り方を検討する。 

 

施策３ 関係府省、公的研究機関との連携 

関係府省、公的研究機関が推進するＡＩ、ロボット、ＩｏＴに関連する重点取り組みや動きに対する適切

な連携の在り方を検討する。施策２の推進母体と関係府省、公的研究機関および大学が連携して、研究

開発支援、実証環境の整備、共進化がもたらす新しい産業構造に必要な要件の議論を行う。以下に意

見交換・審議の論点を記載する。 

（１） 共進化システムの研究開発、実証の助成および支援 
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共進化システムに必要な要素技術の研究開発、実証に関しての資金的な支援などに関して審議する。 

（２） 実証環境（実証テストベンチ）の整備に関する連携 

仕事（製造）、生活（都市）、心身（介護福祉）を軸とした共進化システムの実証を進めるにあたり、応用

毎に共通化して利用可能な実証環境（設備および特区）を整備する。応用毎（製造、都市、介護福祉）の

実証テストベンチの運用／運営にかかる国・自治体・開発メーカ・事業メーカによる支援も考慮し、既存テ

ストベンチの利用可否、新規作成の必要性も含めて意見交換する。 

（３） 共進化システムに関連した規制などに関する連携 

共進化システムにおいて想定される新たな安全性・信頼性の基準、ネットワークインフラの利活用など

共進化システムを最大限に活かすためのシステム要件・運用保守方法、個人情報の取り扱い、不正アク

セス行為の禁止など共進化システムの実施と関係する規制・法制度に関して意見交換する。 

 

4.3. 来年度取り組みに向けて 

施策１に関しては、共進化システムのプロジェクト化に向けて、まず、３章で提示した製造、サービス、

介護福祉への応用における研究開発内容、実証内容を具体化し、合わせて課題を抽出する。そのため

に、検討ワーキンググループを発足させる。 

施策２に関しては、有識者や企業との意見交換を実施し、推進母体の実施形態を明確化する。 

施策３に関しては、共進化がもたらす新しい産業構造に必要な要件を意見交換・審議していくため、関

連府省、公的研究機関の各取り組みを踏まえた上で、適した連携の在り方を明確化する。経済産業省、

文部科学省、総務省の３省連携体制における「次世代の人工知能技術の研究開発」、経済産業省の「次

世代人工知能・ロボット中核技術開発」、文部科学省の「ＡＩＰ(Advanced Integrated Intelligence Platform 

Project)：人工知能/ビッグデータ/ＩｏＴ/サイバーセキュリティ統合プロジェクト」、総務省の「情報報通信審

議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 重点分野ＷＧ 人工知能・ロボット アドホックグループ」

「インテリジェント化が加速するＩＣＴの未来像に関する研究会」、などの取り組みは、ＡＩ、ロボット、ＩｏＴ関

連技術の革新と社会実装に向けたプロジェクト／組織であり、特に、連携を検討していく必要がある。また、

産業技術総合研究所が基礎研究を社会実装に繋げるためのコア研究機関として設立した人工知能研究

センターは、大学、研究機関に散らばる様々な技術や研究者を集めて実用化を目指すとしており、最も

有望な連携先の一つと思われる。ＮＥＤＯの研究戦略センターおよび産業構造審議会でも技術動向、社

会動向の分析、施策の検討を行っており、注視したい。 

関連府省、公的研究機関に関しては、情報共有をお願い致したい。 
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5. おわりに 

本プロジェクトでは、少子高齢化による生産年齢人口の減少が進むわが国において、必要な労働力を

補い、産業力の持続的な成長と、高活力、高品質社会を実現していくことを目指して、「ＡＩ・ロボット・人の

共進化」を提案し、共進化システムがもたらす社会像を示すとともに、その実現に向けた課題を整理して

施策を検討した。具体的には、仕事の質が向上する社会、生活の質が向上する社会、心身の豊かさを向

上する社会、の３つの社会像をベースに、製造分野、サービス分野、介護福祉分野の応用例を示した。 

共進化システムを具現化し、さらに事業として実施していくためには、要素技術の開発のみならず、産

業界が中心となり、“人とＡＩ・ロボットが協調する社会において産業構造がどのように変革していくのか”、

を深く吟味して検討し続けることが重要になると考える。サービス形態、応用分野などが異なる幅広い企

業が連携可能な推進母体やコンソーシアムの結成を目指したい。これにより、ＡＩ・ロボットがもたらす日本

社会の新たな産業構造における新たなビジネスモデルを検討する契機としたい。制度面における関連府

省、研究面における公的研究機関、実証・実施面における自治体などの協力も必要不可欠になる。 

今後、これらが現実のものとなるように、関係するプロジェクトとも連携を深める活動を進めていくととも

に、関係する公的機関との対話を進めていく予定である。 
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